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１．平成 17 年 9 月中間期の連結業績(平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日) 

(1) 連結経営成績                         (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 

 経 常 収 益 経 常 利 益 中間（当期）純利益 

 
平成 17 年 9 月中間期 
平成 16 年 9 月中間期 

        百万円       % 
   3,884   (   18.1) 
   3,289   (△ 3.4) 

        百万円       % 
     661  (   ―) 
 △   855  (   ―) 

        百万円       % 
     285    (   ―) 
 △   498    (   ―) 

平成 17 年 3 月期    6,601   (△ 4.3)  △ 1,287  (   ―)  △   891  (   ―) 
 

 

 1 株当たり 

中間(当期)純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり中間(当期)純利

益 

 
平成 17 年 9 月中間期 
平成 16 年 9 月中間期 

     円    銭 
     15     61 
  △ 27     17 

     円    銭 
   ―     ― 
   ―     ― 

平成 17 年 3 月期 △ 48    63    ―     ― 

(注)①持分法投資損益       17 年 9 月中間期     ―百万円 16 年 9 月中間期    ―百万円 17 年 3 月期    ―百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 17 年 9 月中間期 18,312,595 株 16 年 9 月中間期 18,335,118 株 17 年 3 月期 18,328,760 株 

  ③会計処理の方法の変更  有 

  ④経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり 

株主資本 

連結自己資本比率

(国内基準) 

 
平成 17 年 9 月中間期 
平成 16 年 9 月中間期 

百万円 
  249,010 
  262,759 

百万円
   10,996 
   11,290 

%
      4.4 
      4.3 

円  銭 
600    53 
615    84 

%
(速報値) 8.30 
     8.42 

平成 17 年 3 月期 253,192    11,090         4.4 605    50          8.20 

(注)期末発行済株式数(連結) 17 年 9 月中間期 18,311,945 株 16 年 9 月中間期 18,333,787 株 17 年 3 月期 18,316,827 株 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
平成 17 年 9 月中間期 
平成 16 年 9 月中間期 

百万円 
△ 4,918 

959 

百万円
   173 

507 

百万円 
△     48 
△   46 

百万円
7,542 
21,373 

平成 17 年 3 月期 △10,689 3,174 △    100 12,336 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 １社  持分法適用非連結子会社数 ―社  持分法適用関連会社数  ―社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結（新規） ―社 （除外） １社  持分法（新規） ―社 （除外） ―社 

２．平成 18 年 3 月期の連結業績予想(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

 
通   期 

百万円
             7,200 

百万円
              910 

百万円
              590 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)    32 円  20 銭 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、 

今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可 能性があります。
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平成 17 年 9 月中間期連結決算短信添付資料 

 

株式会社 佐賀共栄銀行 

１．企業集団の状況 

 (1) 企業集団の事業の内容 

企業集団は、当行、子会社株式会社きょうぎんビジネスサービスで構成され、銀行業務を中心に、証券業務

などの金融サービスを提供しております。 

 (2) 企業集団の事業系統図 

                   本店ほか支店 33 か店、合計 34 か店 

                            

                   子会社――株式会社きょうぎんビジネスサービス                     

国内 株式会社佐賀共栄銀行 

                                       （現金等の精査整理業務等） 

 

２．経営方針 
 (1) 会社の経営の基本方針 
当行は、地域に密着した金融機関、即ちリージョナルバンキングとして銀行経営の基本である「自己責任原

則」を徹底し、独自の戦略をもって競争に耐え得る「盤石の経営体質」を構築してまいります。 
地元と共に栄え、地元に信頼される「地域共栄型銀行」の確立を目指し、地縁・人縁の強みをフルに発揮し、

より一層地域密着を深めることによって、今後に向けた展望が開ける道と確信しております。 
 (2) 会社の利益配分に関する基本方針 

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、長期にわたって安定経営に努めると共に、配当につきましても継続

的な安定配当を重視することを基本方針としております。 

 (3) 中長期的な会社の経営戦略 

当行は平成 17 年 4 月、第七次中期経営計画 創造的改革 1st．Stage(２ヵ年)を策定し、「収益力の強化」、

「営業力の強化」、「組織力の強化」、「内部管理態勢の強化」を基本方針として既に実行に移しております。 
 (4) 会社の対処すべき課題 

①「地域共栄型銀行」の確立 

私ども地域金融機関にとりまして、平成17年度上期は大変重要な転換期を迎えております。 

即ち、銀行の収益力向上による業績回復の実現と同時に、お取引先企業への支援や利用者の皆様の利便

性向上に向けた取組みを強化し、地域の皆様の揺るぎない信用と信頼を築き上げなければなりません。 

私どもは、この 4 月からスタートいたしました第七次中期経営計画「創造的改革」に則り、新しいビジ

ネスモデル創造に向けた抜本的な改革を着実に実行してまいります。そして、銀行の健全性の更なる向上

と積極的な地域貢献により、長期ビジョン「地域に信頼感と存在感のある銀行」の実現に向けて、行員一

同、より一層の努力を重ねてまいる所存であります。 

②資産内容の健全化 

当行は平成17年3月期までに債務者区分や担保評価を厳しく見直し、取引先の企業再生コストまで予防

的に織り込むなど、不良債権への十分な引当処理を実施した結果、当期は、一般貸倒引当金繰入の増加はあ

りましたが、回収やランクアップ等により個別貸倒引当金の取崩しが進み、前年同期に比べ信用コストは大

幅に減少いたしました。当行の不良債権処理は、当期で巡航速度に戻ったと考えております。 
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(5) 目標とする経営指標 

当行の平成17年9月期における自己資本比率は8.30％であります。この比率で当行の安全性・健全性は確保

しているものと存じます。 

これからは、財務体質を強化して収益向上を図り、内部留保の増大により自己資本比率の向上に取組みます。 

(6) コーポレート・ガバナンスの状況 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当行は、コーポレート・ガバナンスの重要性が増すなかで地域金融機関としての社会的責任と公共的使

命を果たすことを柱とした企業倫理を構築することを基本方針として、経営の意思決定の迅速化、責任体

制の明確化、取締役会の監督機能強化等に取り組んでおります。 
当行におけるコーポレート・ガバナンスの体制図は、次のとおりであります。 

 

 
 
②会社の機関の内容 

   イ.  当行は、監査役制度を採用しており、当事業年度は監査役３名のうち２名については、株式会社の監
査等に関する商法の特例に関する法律第 18 条第１項に定める社外監査役（非常勤）であり、監査の透
明性・実効性を高めております。監査役は、取締役会その他重要な会議等に参加し、必要に応じて意見

を述べております。当行と社外監査役とは、特に利害関係はありません。 
なお、当行は社外取締役を選任しておりません。 

ロ. 取締役会や監査役会が、株主に対する責務を十分に発揮できるよう、善良なる管理者としての注意義
務・忠実義務を履行し、違法行為や社会通念上不適切な行為等を阻止するため、監査役による、また取

締役相互の監視体制の整備にも努めております。 
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（取締役会） 
取締役会では、取締役会規程に基づき、経営に関する重要な事項等を決定するとともに、業務の執

行状況について監督を行っております。また、取締役会には、監査役３名が出席し、必要があると認め

られた場合は、意見を述べております。なお、当行の取締役は７名であります。 
（常務会） 
常務会は、取締役会長、取締役頭取、常務取締役をもって構成し、基本的経営方針及び重要事項の執

行に関し協議する役割を担っております。また、常務会には、常勤監査役が出席し、必要があると認め

られた場合は、意見を述べております。 
       （監査役会） 
       監査役会は、法令、定款、監査役監査基準、監査役会規程等に基づき運営され、監査に関する重要な

事項等の報告・協議・決議を行っております。 
ハ.  当行における経営の意思決定プロセスについては、取締役会や常務会及び職務権限規程等の行内諸規
定に基づき意思決定を行う体制としております。また、弁護士や税理士と顧問契約を締結し、必要に応

じて助言等を受けております。 
③内部統制システムの整備の状況 
イ.  当行では独立した内部監査部門である監査部（人員 6 名）が業務遂行状況等について監査を実施し、
各部門のコンプライアンスやリスクに関する管理状況等について、諸法令や行内規定等との整合性や有

効性を検証し、その状況を取締役会等へ報告しております。 
ロ.  監査役は取締役会その他重要な会議に出席するほか、重要な決裁書類等を閲覧し、業務の執行状況に
ついて諸法令や行内規定等との適合性に関する監査を実施しております。さらに、当行では、新日本監

査法人と監査契約を結んでおり、会計に関する監査や自己査定の検証等が実施されております。今後、

内部監査部門と外部監査部門及び監査役との連携を一層強化し、内部管理態勢の充実を図ってまいりま

す。 
   ハ.   会計監査は新日本監査法人に委嘱しており、内部監査部門及び監査役と連携を図って適正な監査が実

施されております。 
         会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は、次のとおりであります。 
 
     業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 
   佐藤 元冶 指定社員 

業務執行社員    内納 憲冶 
新日本監査法人 

     （注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 
 
      監査業務に係る補助者の構成 
      公認会計士 ４名  会計士補 ８名 
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④リスク管理体制等の整備の状況 

        各種リスクの現状把握と、適切なリスク管理を行うため、原則として毎月一回リスク管理委員会を開催
しております。リスク全般に関する重要事項について、リスクを管理する各委員会より付議・報告を受け

て検討を行うとともに、必要に応じ取締役会に付議し、意思決定を行っています。また、コンプライアン

スを実施するため、コンプライアンス・マニュアルやプログラムを作成し、より高度な倫理観を涵養して

います。さらに内部チェック機能としてコンプライアンス委員会を設置し、法令遵守態勢の強化に努めて

います。 
 
 
３．経営成績 
 (1) 当中間連結会計期間の概況 

平成17年度上半期のわが国経済は、企業収益の改善に伴う設備投資の増加や輸出の持ち直しのほか、個人消

費も緩やかに増加するなど、景気は緩やかに回復し「脱・踊り場」の動きも見えてまいりました。しかし、地

域経済は厳しい状況が続いているところも多く、地元の佐賀県内では、生産活動は持ち直しの動きを持続して

いるものの、個人消費は依然弱い動きが続き、公共事業の減少や地価下落にも歯止めがかからないなど、本格

的な景気回復を期待できない状況にあります。 

    このような厳しい経済環境の中で、当中間連結会計期間の業績は次のとおりとなりました。 

    預金につきましては、地方財政悪化による公金預金を中心に前中間期末比132億4千7百万円(5.3％)減少し、

当中間期末残高は2,348億8千8百万円となりました。 

貸出金につきましては、企業の資金需要は低迷しているものの、住宅ローン等の増加により、前中間期末比

60億8千1百万円(3.3％)増加し、当中間期末残高は1,888億9千6百万円となりました。 

    損益面につきましては、貸出金の運用利回の低下等を主因として資金運用収益は減収となったものの、役務収

益が増加したほか、国債や株式等の有価証券売却益が貢献して、連結経常収益は、前中間期比5億9千5百万円

(18.1％)増加して38億8千4百万円となりました。 

一方、連結経常費用は、預金利回の低下を主因として資金調達費用が減少し、個別貸倒引当金繰入額も減少し

たものの、一般貸倒引当金の増加により、前中間期比9億2千1百万円(22.2％)減少して32億2千3百万円と

なりました｡ 

この結果、連結経常利益は、前中間期比15億1千6百万円増加して6億6千1百万円となりました。 

また、法人税、住民税及び事業税等を控除しました連結中間純利益は、前中間期比7億8千3百万円増加して

2億8千5百万円となりました。 

    キャッシュ・フローにつきましては、営業活動で49億1千8百万円減少、投資活動で1億7千3百万円増加、

財務活動では4千8百万円減少して、現金及び現金同等物の中間期末残高は75億4千2百万円となりました。 

 (2) 通期の見通し 

連結決算の見通しにつきましては、当中間連結会計期間の業績を踏まえて、経常収益72億円､経常利益9億1

千万円､当期純利益5億9千万円を予想しております。 
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(平成 17 年 9 月 30 日現在)中間連結貸借対照表 

 

                                   株式会社 佐賀共栄銀行 

 
                                        (単位:百万円) 

科     目 金  額 科     目 金  額 

( 負 債 の 部 ) 

預 金 

そ の 他 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

再評価に係る繰延税金負債 

支 払 承 諾 

 

234,888 

678 

494 

745 

1,206 

負 債 の 部 合 計 238,014 

（ 少 数 株 主 持 分 ） 

少 数 株 主 持 分 

 

― 

（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

土 地 再 評 価 差 額 金 

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

 

2,100 

679 

7,146 

1,104 

△    12 

△    20 

( 資 産 の 部 )

現 金 預 け 金

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

 

 

7,636 

32 

50,474 

188,896 

710 

4,813 

2,635 

1,206 

△  7,394 

 

 

資 本 の 部 合 計 10,996 

資 産 の 部 合 計 249,010 負債、少数株主持分及び資本の部合計 249,010 
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株式会社 佐賀共栄銀行 

中間連結貸借対照表注記 

注 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

   ３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証

券のうち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、

その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

  ４．当行の動産不動産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しており

ます。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

         建  物    １０年～４７年 

         動  産     ５年～１０年 

連結される子会社の動産不動産については、資産の法定耐用年数に基づき、定率法により償却しております。 

   ５．自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく

定額法により償却しております。 

   ６．当行の外貨建資産は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  ７．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

       「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に

相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒

実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破

綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

       すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

  ８．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、

過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

     過去勤務債務   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１６年）による定額法によ

り損益処理 

     数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１６年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

       なお、会計基準変更時差異（４９０百万円 厚生年金基金代行返上後）については、１５年による按分額を費

用処理することとし、当中間連結会計期間においては同按分額に１２分の６を乗じた額を計上しております。 

   ９．当行及び国内の連結される子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１０．当行並びに国内の連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

１１．当行の取締役及び監査役に対する金銭債権総額  １３７百万円 

１２．動産不動産の減価償却累計額          ２,６９０百万円 

 １３．動産不動産の圧縮記帳額                   ２０３百万円 

１４．貸出金のうち、破綻先債権額は１,７４７百万円、延滞債権額は９,５６９百万円であります。 

    なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

    また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
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１５．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１１百万円であります。 

    なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 １６．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３,１５３百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 １７．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１４,４８２百万円で

あります。 

       なお、１４．から１７．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 １８．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形の額面金額は、３,１５０百万円であります。 

 １９．担保に供している資産は次のとおりであります。 

       為替決済、有担保コール等の取引の担保として、有価証券１４,７８０百万円を差し入れております。 

また、動産不動産のうち保証金権利金は５５百万円であります。 

２０．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再

評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

    再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日 

    同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布

政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法第１６条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が公表した方法により算定した価額に基づいて、

地点の修正､画地修正等､合理的な調整を行って算出しております。 

２１．１株当たりの純資産額  ６００円５２銭 

２２．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、

「商品有価証券」が含まれております。以下２５．まで同様であります。 

         売買目的有価証券 

           中間連結貸借対照表計上額                   ３２百万円 

           当中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額    ０ 

         満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                中間連結貸借        時   価     差   額 

                対照表計上額                                   うち益        うち損 

           国  債      ―百万円     ―百万円    ―百万円      ―百万円      ―百万円 

           地 方 債      ―        ―          ―            ―           ― 

           短期社債      ―        ―     ―      ―      ― 

           社  債    ９００      ９３５    ３５     ３５      ― 

           そ の 他  ３,７９４       ３,７６３    △３１     ３９     ７１   

            合 計   ４,６９４    ４,６９８     ３     ７４     ７１ 
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         その他有価証券で時価のあるもの 

取得原価  中間連結貸借     評価差額 

                             対照表計上額            うち益         うち損 

          株  式   ２,２７８百万円 ２,４１０百万円  １３１百万円  ３８７百万円 ２５６百万円 

          債  券   ３７,３２９   ３７,２４３     △８６     １０９        １９５ 

           国  債 ２３,７３３    ２３,６８６        △４７        ３３        ８０ 

           地 方 債  ３,３９２      ３,３６３         △２８        １１         ４０ 

           短期社債      ―       ―       ―      ―      ― 

           社  債 １０,２０３    １０,１９２         △１０        ６３        ７４ 

          そ の 他   ６,０２７      ５,９６２        △６５         ２１        ８６   

           合 計  ４５,６３６    ４５,６１５        △２０      ５１７       ５３８ 

           なお、上記の評価差額に繰延税金資産８百万円を加えた額△１２百万円が、「その他有価証券評価差

額金」に含まれております。 

 ２３．当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

               売却額             売却益               売却損 

        ９,８６６百万円       ６４１百万円           ―百万円 

 ２４．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

                   内容                          中間連結貸借対照表計上額 

       その他有価証券 

                 非上場株式（店頭売買株式を除く）      １６３百万円 

２５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであり

ます。 

              １年以内      １年超５年以内       ５年超１０年以内       １０年超 

債  券   ２,５５７百万円  ２０,２６１百万円   ５,７８６百万円  ９,５３６百万円 

   国  債  １,５２６     １２,５３６      １,４６１        ８,１６０ 

   地 方 債     ５８      ２,２６９        ８５０       １８４ 

   短期社債      ―          ―          ―         ― 

   社  債    ９７２      ５,４５５      ３,４７４     １,１９１ 

  そ の 他     ２９８      ２,６５３      １,９２６     ４,２６５   

   合 計   ２,８５６     ２２,９１４      ７,７１３    １３,８０２ 

２６．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

１７,６５０百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが１０,２０４百万円あります。 

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当行並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの

契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受

けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお

いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている

行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

２７. 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成１５年１０月３１日）を当中間連結会計期間から適用しております。これにより税金等調整前中間純利益

は１０百万円減少しております。 

   なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）に基づき減価償却累計額を

直接控除により表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 

 
 

 



               平成 17 年 4 月 1 日から 
              平成 17 年 9 月 30 日まで 

                     中間連結損益計算書 

                                      株式会社 佐賀共栄銀行 

                                               (単位:百万円) 

科       目 金           額 

経 常 収 益 

資 金 運 用 収 益 

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） 

（うち有価証券利息配当金） 

役 務 取 引 等 収 益 

そ の 他 業 務 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 

経 常 費 用 

資 金 調 達 費 用 

（ う ち 預 金 利 息 ） 

役 務 取 引 等 費 用 

そ の 他 業 務 費 用 

営 業 経 費 

そ の 他 経 常 費 用 

経 常 利 益 

特 別 利 益 

特 別 損 失 

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

中 間 純 利 益 

 

2,883 

（  2,640）

（   243）

311 

217 

     470 

 

 64 

（    64）

374 

 0 

2,084 

     698 

 

 

 

 

 

3,884 

 

 

 

 

 

 

3,223 

 

 

 

 

 

                     

 661 

0 

                      13 

 647 

 22 

     339 

  285 

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  ２．１株当たり中間純利益金額  １５円６１銭 

  ３．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額６６１百万円を含んでおります。 
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                  平成 17 年 4 月 1 日から 
                   平成 17 年 9 月 30 日まで 

 

                中間連結剰余金計算書 

 

株式会社  佐賀共栄銀行 

 

(単位:百万円) 

科     目 金                 額 

（ 資 本剰余金の部） 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高 

（ 利 益剰余金の部） 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

利 益 剰 余 金 増 加 高 

中 間 純 利 益 

  利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

  利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高 

 

679 

679 

 

6,905 

285 

285 

45 

45 

                                               7,146 
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               平成 17 年 4 月 1 日から 
               平成 17 年 9 月 30 日まで 

               中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

                              株式会社  佐賀共栄銀行 

                                      （単位：百万円） 

 金          額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

  税金等調整前中間純利益 

  減価償却費 

  減損損失 

  貸倒引当金の増加額 

  退職給付引当金の増加額 

  資金運用収益 

  資金調達費用 

  有価証券関係損益（△） 

  為替差損益（△） 

  動産不動産処分損益（△） 

  貸出金の純増（△）減 

  預金の純増減（△） 

  預け金（日銀等預け金を除く）の純増（△）減 

  資金運用による収入 

  資金調達による支出 

  その他 

     小   計 

  法人税等の支払額 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

  有価証券の取得による支出 

  有価証券の売却等による収入 

  有価証券の償還による収入 

  動産不動産の取得による支出 

  動産不動産の売却による収入 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

  自己株式の取得による支出 

  配当金支払額 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 

 

647 

63 

10 

586 

23 

△ 2,883 

 64 

△  636 

0 

3 

△ 1,560 

△ 4,081 

3 

2,841 

△   64 

      90 

△ 4,893 

△     25 

△ 4,918 

 

 

△ 11,103 

9,867 

1,490 

           △     83 

      1 

   173 

 

 

△   2 

△     45 

△     48 

 

  △     0 

△  4,793 

             12,336 

   7,542
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株式会社 佐賀共栄銀行 

中間連結キャッシュ・フロー計算書の注記 
１．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金

および日本銀行等への預け金であります。 

２．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。 

現金預け金勘定     7,636 百万円 

定期預け金     △   93 百万円 

    現金及び現金同等物   7,542 百万円 
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(平成 18 年 3月期 中間決算説明資料) 

 

比較中間連結貸借対照表(主要内訳) 

                                   株式会社 佐賀共栄銀行 

                                        (単位:百万円) 

科    目 
平成 17 年

中間期末(A)

平成 16 年

中間期末(B)

比 較 

( A - B ) 

平成16年度末 

（要約）(C) 

比 較 

( A - C ) 

( 資 産 の 部 ) 

現 金 預 け 金 

コールローン及び買入手形 

商 品 有 価 証 券 

有 価 証 券 

貸 出 金 

そ の 他 資 産 

動 産 不 動 産 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

 

7,636 

― 

32 

50,474 

188,896 

710 

4,813 

2,635 

1,206 

△  7,394 

 

21,464 

3,000 

32 

52,918 

182,815 

686 

4,835 

2,904 

1,456 

△  7,353 

 

△  13,828 

△  3,000 

0 

△  2,444 

6,081 

24 

△ 22 

△ 269 

△ 250 

△ 41 

 

12,433 

― 

32 

50,647 

187,335 

698 

4,809 

2,751 

1,292 

△  6,808 

 

△ 4,797 

― 

0 

△ 173 

1,561 

12 

4 

△ 116 

△ 86 

△ 586 

資 産 の 部 合 計 249,010 262,759 △ 13,749 253,192 △ 4,182 

( 負 債 の 部 ) 

預 金 

そ の 他 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

再評価に係る繰延税金負債 

支 払 承 諾 

 

234,888 

678 

494 

745 

1,206 

 

248,135 

692 

439 

744 

1,456 

 

△   13,247 

△ 14 

55 

1 

△ 250 

 

238,970 

622 

471 

745 

1,292 

 

△ 4,082 

56 

23 

― 

△ 86 

負 債 の 部 合 計 238,014 251,468 △ 13,454 242,102 △ 4,088 

(少数株主持分) 

少 数 株 主 持 分 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

( 資 本 の 部 ) 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

土 地 再 評 価 差 額 金 

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

 

2,100 

679 

7,146 

1,104 

△   12 

△   20 

 

2,100 

679 

7,346 

1,103 

71 

△   9 

 

― 

― 

△ 200 

1 

△ 83 

△ 11 

 

2,100 

679 

6,905 

1,104 

319 

△   18 

 

― 

― 

241 

― 

△  331 

△ 2 

資 本 の 部 合 計 10,996 11,290 △ 294 11,090 △ 94 

負債、少数株主持分及び資本の部合計 249,010 262,759 △ 13,749 253,192 △ 4,182 
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(平成 18 年 3月期 中間決算説明資料) 

 

比較中間連結損益計算書(主要内訳) 

 

                                   株式会社 佐賀共栄銀行 

                                        (単位:百万円) 

科     目 
平 成 1 7 年

中 間 期 ( A )

平 成 1 6 年 

中 間 期 ( B ) 

比 較 

( A - B ) 

平成 16 年度 

（ 要 約 ） 

経 常 収 益 3,884 3,289 595 6,601 

資 金 運 用 収 益 

( う ち 貸 出 金 利 息 ) 

(うち有価証券利息配当金) 

役 務 取 引 等 収 益 

そ の 他 業 務 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 

2,883 

(  2,640)

(    243)

311 

217 

470 

2,996 

(  2,754)

(   241)

226 

9 

56 

 △ 113 

( △  114) 

(       2) 

85 

208 

414 

5,962 

(    5,469)

(      493)

456 

57 

124 

経 常 費 用 3,223 4,144  △ 921 7,888 

資 金 調 達 費 用 

( う ち 預 金 利 息 ) 

役 務 取 引 等 費 用 

そ の 他 業 務 費 用 

営 業 経 費 

そ の 他 経 常 費 用 

64 

(     64)

374 

0 

2,084 

698 

77 

(    77)

470 

315 

2,216 

1,064 

 △ 13 

( △  13) 

 △ 96 

 △ 315 

 △ 132 

 △ 366 

149 

(       149)

890 

345 

4,182 

2,320 

経 常 利 益 
( △ は 経 常 損 失 ) 

661 △  855 1,516 △ 1,287 

特 別 利 益 

特 別 損 失 

0 

13 

0 

1 

0 

12 

37 

9 

税金等調整前中間(当期)純利益 
(△は税金等調整前中間(当期)純損失) 

法人税､住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 
( △は中間 (当期 ) 純損失 ) 

647 

 

22 

339 

285 

△  855 

 

12 

△  369 

△  498 

1,502 

 

10 

708 

783 

△ 1,259 

 

14 

△ 382 

△ 891 
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(平成 18 年 3月期 中間決算説明資料) 

 

比較中間連結剰余金計算書（主要内訳）

 

株式会社 佐賀共栄銀行 

 

(単位:百万円) 

科         目 
平成 1 7 年

中間期 ( A )

平成 1 6 年

中間期 ( B )

比   較 

( A - B ) 

平成 16 年度

（ 要 約 ）

（資本剰余金の部） 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資本剰余金中間期末(期末)残高 

（ 利 益剰余金の部） 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

利 益 剰 余 金 増 加 高 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

利 益 剰 余 金 減 少 高 

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 

配 当 金 

土地再評価差額金取崩額 

利益剰余金中間期末(期末)残高 

 

679 

679 

 

6,905 

285 

285 

45 

― 

45 

―   

7,146 

 

679 

679 

 

7,890 

― 

― 

543 

498 

45 

― 

7,346 

 

― 

― 

 

 △ 985 

285 

285 

 △ 498 

 △ 498 

0 

― 

 △ 200 

 

679 

679 

 

7,890 

― 

― 

984 

891 

91 

1 

6,905 
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(平成 18 年 3月期 中間決算説明資料) 

 

比較中間連結キャッシュ・フロー計算書 

株式会社  佐賀共栄銀行 

                                               （単位：百万円） 

項目 
平成 17 年 

中間期(A) 

平成 16 年 

中間期(B) 

比 較 

（A－B） 

平成 16年度

（要 約）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

  税金等調整前中間(当期)純利益 

 （△は税金等調整前中間(当期)純損失） 

  減価償却費 

  減損損失 

  貸倒引当金の増加額 

  退職給付引当金の増加額 

  資金運用収益 

  資金調達費用 

  有価証券関係損益（△） 

  為替差損益（△） 

  動産不動産処分損益（△） 

  貸出金の純増（△）減 

  預金の純増減（△） 

  預け金(日銀等預け金を除く)の純増(△)減 

    コールローン等の純増（△）減 

  資金運用による収入 

  資金調達による支出 

  その他 

     小   計 

  法人税等の支払額 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

  有価証券の取得による支出 

  有価証券の売却等による収入 

  有価証券の償還による収入 

  動産不動産の取得による支出 

  動産不動産の売却による収入 

    投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

  自己株式の取得による支出 

  配当金支払額 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

 

647 

 

63 

10 

586 

23 

△ 2,883 

64 

△  636 

0 

3 

△ 1,560 

△ 4,081 

3 

― 

2,841 

△   64 

    90 

△ 4,893 

△   25 

△ 4,918 

 

 

△ 11,103 

9,867 

1,490 

△   83 

         1 

173 

 

 

△   2 

△   45 

△   48 

 

△     0 

△ 4,793 

  12,336 

    7,542

 

△   855 

 

61 

― 

293 

56 

△  2,996 

77 

318 

△   0 

1 

1,609 

2,210 

△    5 

 △ 3,000 

2,985 

△     73 

   277 

962 

△     2 

959 

 

 

△ 8,344 
6,004 

2,917 

△  79 
       9 

507 

 

 

△   1 

△     45 

△     46 

 

       0 

1,420 

  19,952 

   21,373

 

1,502 

 

2 

10 

293 

△   33 

113 

△   13 

△  954 

0 

2 

△ 3,169 

△ 6,291 

8 

3,000 

△ 144 

9 

△ 187 

△ 5,855 

△ 23 

△ 5,877 

 

 

△ 2,759 

3,863 

△  1,427 

△ 4 

△ 8 

△ 334 

 

 

△  1 

 0 

△ 2 

 

△ 0 

△ 6,213 

△ 7,616 

△ 13,831

 

△ 1,259 

 

118 

― 

△  252 

87 

△ 5,962 

149 

297 

△   0 

9 

△ 2,910 

△ 6,954 

△   9 

― 

5,965 

△  154 

   194 

△ 10,682 

△   7 

△ 10,689 

 

 

△ 19,039 

16,378 

5,943 

△  122 

      13 

3,174 

 

 

△   9 

△   91 

△  100 

 

       0 

△ 7,616 

  19,952 

   12,336 
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株式会社 佐賀共栄銀行 

中間連結財務諸表の作成方針 

 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

  ① 連結される子会社及び子法人等  １社 

    会社名 

     (株)きょうぎんビジネスサービス 

  ② 非連結の子会社及び子法人等 

     該当ありません。 

 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

  ① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

     該当ありません。 

  ② 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

     該当ありません。 

 

 (3) 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

  ① 連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 

９月末日   １社 

  ② 連結される子会社及び子法人等は、中間決算日の財務諸表により連結しております。 
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株式会社 佐賀共栄銀行 

セグメント情報 

 

(1) 事業の種類別セグメント情報 

連結会社は銀行業以外の事業を営んでおらず、単一セグメントのため事業の種類別セグメント情報

は記載しておりません。 

 

 (2) 所在地別セグメント情報 

在外連結子会社及び在外支店等がないため、該当事項はありません。 

 

 (3) 国際業務経常収益 

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

 

 

生産、受注及び販売の状況 

 

 銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。 

 

 


